
新潟市総合計画２０３０有識者会議開催要綱 

 

令和２年４月１日制定 

令和６年４月１日改正 

 

（目的） 

第１条 新潟市総合計画２０３０（以下「総合計画」という。）を効果的に推進するにあたり，

次に掲げることについて，多様な主体から幅広く意見を聴取し，各々の分野における課題を

共有するほか，多方面から意見交換を行いながら検討することを目的として，新潟市総合計

画２０３０有識者会議（以下「会議」という。）を開催する。 

（１）総合計画の推進に関すること 

（２）まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第１０号第１項に規定する

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進に関すること 

（３）ＳＤＧｓの推進に関すること 

（４）そのほか，会議が必要と認めること 

（委員構成） 

第２条 会議は，委員２０名以内をもって構成する。 

２ 委員は，産業界，関係行政機関，教育機関，金融機関，労働団体，メディア，士業等の多

様な主体から構成する。ただし，市長が必要と認めるときは，委員を追加することができる。 

（委員任期） 

第３条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の在任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（守秘義務） 

第４条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同様とす

る。 

（会議） 

第５条 会議は，必要の都度市長が招集する。 

２ 市長が必要と認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その意見又は説明を聞く

ことができる。 

３ 会議は，原則公開とする。ただし，新潟市情報公開条例（昭和６１年新潟市条例第４３号）

第１６条の規定により非公開とすることができる。 

（部会） 

第６条 会議は，その所掌事務に係る特定の事項について，部会を置く。 

２ 部会に部会長を置き，部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

３ 部会長は，部会の進行を行う。 

４ 部会長が欠けたとき又は部会長に事故があるときは，部会に属する委員のうちから部会長

があらかじめ指名する者がその職務を代行する。 
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（委員の代理） 

第７条 市長は，委員がやむを得ない事情により会議に出席することができないときは，その

代理の者（以下「代理者」という。）を出席させることができる。  

２ 代理者は，委員と同一の機関・団体に属する者で，当該委員が指名するものとする。 

３ 代理者が会議に出席した場合は，当該代理者を委員とみなす。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は，政策企画部政策調整課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，会議の運営に関して必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

（新潟市まち・ひと・しごと創生アドバイザー設置要綱の廃止） 

２ 新潟市まち・ひと・しごと創生アドバイザー設置要綱（平成２７年４月１日制定）は，廃

止する。 

 （施行期日） 

 この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 
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敬称略　令和6年4月1日時点

氏名 職名等

能登谷　巌 新潟商工会議所　常務理事

藤澤　成 新潟経済同友会　専務理事・事務局長

佐藤　久美子 新潟市ソフトウェア産業協議会

松郷　幸治
全国農業協同組合連合会新潟県本部
担い手・営農支援部長

沢　英樹
一般社団法人日本旅行業協会　関東支部
新潟県地区委員会　会長

石田　朗子 新潟公共職業安定所　職業紹介部長

小宮山　智志 新潟国際情報大学　経営情報学部　准教授

鈴木　英介 株式会社日本政策投資銀行新潟支店　次長

佐野　聡
株式会社第四北越銀行　コンサルティング事業部
地域創生コンサルティンググループ　副部長

荒井　雅美 株式会社新潟日報社　統合推進センター　部長代理

西原　康行 新潟医療福祉大学　副学長

小池　由佳 新潟県立大学　人間生活学部子ども学科　教授

菅原　晃 新潟大学　工学部　准教授

小林　友洋 連合新潟地域協議会　 副議長

笠木　友美 新潟県社会保険労務士会 新潟支部

田中　みちよ 公益社団法人新潟県建築士会　常務理事

平井　孝志 新潟市防災士の会　会長

田中　理絵 新潟市社会福祉協議会　CSW事業マネージャー

小見　まいこ 特定非営利活動法人みらいずworks　代表理事

小倉　壮平 新潟市市民活動支援センター運営協議会　会長
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